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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

回次 
第31期 

第３四半期連結
累計期間 

第31期 
第３四半期連結

会計期間 
第30期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成20年 
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円） 12,607,376 4,014,942 18,619,297 

経常利益又は経常損失（△）（千

円） 
△60,548 2,694 978,058 

当期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
△229,663 △107,458 575,186 

純資産額（千円） － 3,741,804 4,202,687 

総資産額（千円） － 8,123,310 9,603,849 

１株当たり純資産額（円） － 306.40 338.78 

１株当たり当期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）（円） 
△18.80 △8.80 46.56 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） － 46.1 43.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△42,791 － 516,789 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△125,011 － △255,681 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△509,973 － △757,731 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ 1,897,123 2,575,798 

従業員数（人） － 1,438 1,377 
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２【事業の内容】 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む。）

であります。また、休職者、契約社員は含まれておりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。ま

た、休職者、契約社員は含まれておりません。 

平成20年12月31日現在

従業員数（人） 1,438   

平成20年12月31日現在

従業員数（人） 1,179   

2



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

  当第３四半期連結会計期間の生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

  当第３四半期連結会計期間の受注状況は次のとおりであります。 

 （注）本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

  当第３四半期連結会計期間の販売実績は次のとおりであります。 

 （注）本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

２【経営上の重要な契約等】 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

品目 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

コンサルティング及びシステム・イ

ンテグレーション・サービス 

（千円） 

3,313,354 

システムマネージメントサービス 

（千円） 
867,093 

合計（千円） 4,180,447 

品目 受注高（千円） 受注残高（千円）

コンサルティング及びシステム・ 

インテグレーション・サービス 
2,570,073 3,277,720 

システムマネージメントサービス 565,443 1,016,902 

合計 3,135,516 4,294,623 

品目 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

コンサルティング及びシステム・イ

ンテグレーション・サービス 

（千円） 

3,124,019 

システムマネージメントサービス 

（千円） 
870,512 

商品（千円） 20,410 

合計（千円） 4,014,942 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)業績の状況 

 当第３四半期会計期間は、米国の金融不安が一段と深刻な信用収縮の状況に陥り、さらに各国に波及して一般産業

を巻き込んだ世界同時不況の様相を呈しつつある中、わが国経済もその影響を正面から受けてまいりました。金融界

の混乱に加え、産業界も輸出、内需ともに減少傾向が月を追って強まったことから、わが国を代表する世界的な企業

が生産調整、雇用調整に踏み切り、その関連産業への影響が懸念されるなど、社会的にも不安定な要素をはらみつつ

推移いたしました。 

 こうした状況の下で、当情報サービス産業の市場におきましても、金融関係等ユーザー企業のＩＴ投資に対する姿

勢は従来にも増して慎重となり、案件の先送り、価格の見直しといった事態が発生しております。 

 これに対し当社グループは、昨年４月の組織改正で発足した市場別・ユーザー別を軸とする新組織によって、新規

案件の掘り起こしへ向けてより一層きめ細かい営業開拓に取り組んで参りました。しかし、当社グループが基幹とす

る市場は、金融関係だけでなく通信、産業などほぼ例外なく減縮傾向にあり、案件受注は所期の水準に比べ全般に低

調に推移する結果となりました。その一方で、厳しいユーザー姿勢に対応し採算性を見極める慎重な選別受注を継続

することによって、引き合いを受けた案件の中には一定の基準の下に受注を見送るものもありました。 

 また、原価低減、受注管理など業務プロセス管理の強化に努め、厳しい環境下での事業効率化を図ってまいりまし

たが、営業利益においては、売上高の減少に伴う稼働率の低下等により、損失を計上することとなりました。また四

半期純利益は、業績悪化による繰延税金資産の取り崩しに伴い損失幅が拡大しました。 

 この結果、当第３四半期会計期間の業績は、売上高は4,014百万円となりました。利益面では営業損失8百万円、経

常利益2百万円、四半期純損失107百万円となりました。 

(2)財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,480百万円減少し8,123百万円となりまし

た。これは主に資産では「受取手形及び売掛金」の減少935百万円、「有価証券」の減少600百万円、負債では「支

払手形及び買掛金」の減少218百万円、有利子負債（「短期借入金」「１年内返済予定の長期借入金」「１年内償

還予定の社債」「社債」「長期借入金」）の減少385百万円、「未払法人税等」の減少260百万円、「賞与引当金」

の増加509百万円、「未払費用」の減少904百万円を反映したものであります。 

 また、純資産は、前連結会計年度末に比べ460百万円減少し3,741百万円となりました。これは主に「利益剰余

金」の減少によるものであります。 

 この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の43.1%から46.1%となっております。 

(3)キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は第２四半期会計期間末に比

べ404百万円（17.6%）減少し、当第３四半期連結会計期間末には1,897百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果使用した資金は211百万円となりました。 

 これは主に収入では売上債権の減少325百万円、支出ではたな卸資産の増加164百万円、その他の負債の減少168

百万円、法人税等の支払179百万円を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は65百万円となりました。 

 これは主に有価証券の取得42百万円及び固定資産の取得22百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は125百万円となりました。 

 これは主に有利子負債（短期借入金、長期借入金、社債）の純減額124百万円によるものであります。 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
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(5)研究開発活動 

  当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、11百万円であります。 

  なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等はありません。また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除

却、売却等の計画はありません。  
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年２月13日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 13,034,660 同左 ジャスダック証券取引所 
単元株式数
1,000株 

計 13,034,660 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年10月１日～ 
平成20年12月31日 

－ 13,034,660 － 1,180,897 － 295,224 
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（６）【議決権の状況】 

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

820,000 
－ 単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

11,761,000 
11,761 同上 

単元未満株式 
普通株式 

453,660 
－ － 

発行済株式総数 13,034,660 － － 

総株主の議決権 － 11,761 － 

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

アイエックス・ナレッジ

株式会社 

東京都港区海岸三丁目

22番23号 
820,000 － 820,000 6.29 

計 － 820,000 － 820,000 6.29 

月別 
平成20年 
４月 

平成20年 
５月 

平成20年 
６月 

平成20年 
７月 

平成20年 
８月 

平成20年 
９月 

平成20年 
10月 

平成20年 
11月 

平成20年 
12月 

最高（円） 301 315 309 308 267 259 230 185 180 

最低（円） 269 283 291 271 239 200 160 166 148 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号のただし書きによ

り、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

9



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,997,123 2,081,798

受取手形及び売掛金 2,204,439 3,140,375

有価証券 － 600,000

商品及び製品 7,486 4,247

仕掛品 482,767 336,151

繰延税金資産 410,292 481,825

その他 300,203 204,751

貸倒引当金 △15,297 △20,517

流動資産合計 5,387,016 6,828,632

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 164,392 167,843

機械装置及び運搬具（純額） 81,902 94,156

土地 132,932 137,132

有形固定資産合計 ※1  379,227 ※1  399,131

無形固定資産   

のれん 26,900 34,297

ソフトウエア 119,237 68,390

ソフトウエア仮勘定 16,583 42,692

その他 8,689 8,731

無形固定資産合計 171,411 154,110

投資その他の資産   

投資有価証券 693,776 709,745

長期貸付金 4,150 5,050

賃貸不動産（純額） ※2  536,486 ※2  546,930

繰延税金資産 656,036 675,000

その他 300,335 291,347

貸倒引当金 △5,130 △6,100

投資その他の資産合計 2,185,655 2,221,974

固定資産合計 2,736,293 2,775,217

資産合計 8,123,310 9,603,849
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 494,486 712,762

短期借入金 300,000 520,000

1年内返済予定の長期借入金 175,300 321,400

1年内償還予定の社債 30,000 60,000

未払法人税等 － 260,203

賞与引当金 509,622 －

役員賞与引当金 － 10,600

未払費用 112,193 1,016,770

その他 565,954 409,281

流動負債合計 2,187,557 3,311,018

固定負債   

社債 － 30,000

長期借入金 189,400 148,900

退職給付引当金 1,915,790 1,813,839

負ののれん 33,187 41,449

その他 55,571 55,955

固定負債合計 2,193,948 2,090,143

負債合計 4,381,505 5,401,162

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,180,897 1,180,897

資本剰余金 1,908,212 1,908,249

利益剰余金 839,636 1,191,478

自己株式 △266,827 △265,501

株主資本合計 3,661,918 4,015,123

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 79,885 124,035

評価・換算差額等合計 79,885 124,035

少数株主持分 － 63,528

純資産合計 3,741,804 4,202,687

負債純資産合計 8,123,310 9,603,849
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 12,607,376

売上原価 10,794,839

売上総利益 1,812,536

販売費及び一般管理費 ※1  1,915,642

営業損失（△） △103,105

営業外収益  

受取利息 3,810

受取配当金 11,979

受取賃貸料 23,630

持分法による投資利益 18,532

負ののれん償却額 8,262

その他 7,777

営業外収益合計 73,992

営業外費用  

支払利息 10,430

賃貸収入原価 15,035

その他 5,969

営業外費用合計 31,435

経常損失（△） △60,548

特別利益  

貸倒引当金戻入額 6,190

特別利益合計 6,190

特別損失  

固定資産廃棄損 1,539

減損損失 4,200

その他 311

特別損失合計 6,051

税金等調整前四半期純損失（△） △60,409

法人税等 ※2  230,622

少数株主損失（△） △61,368

四半期純損失（△） △229,663

12



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 4,014,942

売上原価 3,422,028

売上総利益 592,913

販売費及び一般管理費 ※1  601,224

営業損失（△） △8,310

営業外収益  

受取利息 763

受取配当金 2,380

受取賃貸料 7,723

持分法による投資利益 6,177

負ののれん償却額 2,754

その他 1,360

営業外収益合計 21,159

営業外費用  

支払利息 3,459

賃貸収入原価 3,695

その他 2,998

営業外費用合計 10,154

経常利益 2,694

特別利益  

貸倒引当金戻入額 2,623

特別利益合計 2,623

特別損失  

固定資産廃棄損 433

その他 11

特別損失合計 444

税金等調整前四半期純利益 4,872

法人税等 ※2  112,509

少数株主損失（△） △178

四半期純損失（△） △107,458
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △60,409

減価償却費 88,710

減損損失 4,200

退職給付引当金の増減額（△は減少） 101,951

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,190

受取利息及び受取配当金 △15,790

支払利息 10,430

持分法による投資損益（△は益） △18,532

固定資産除売却損益（△は益） 1,551

売上債権の増減額（△は増加） 935,935

たな卸資産の増減額（△は増加） △149,854

仕入債務の増減額（△は減少） △218,276

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,435

その他の資産の増減額（△は増加） △33,020

その他の負債の増減額（△は減少） △273,079

その他 2,195

小計 374,256

利息及び配当金の受取額 18,280

利息の支払額 △10,430

法人税等の支払額 △437,551

法人税等の還付額 12,653

営業活動によるキャッシュ・フロー △42,791

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △43,610

固定資産の取得による支出 △81,099

長期貸付金の回収による収入 900

事業譲渡による収入 2,399

その他 △3,601

投資活動によるキャッシュ・フロー △125,011

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △220,000

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △305,600

社債の償還による支出 △60,000

自己株式の取得による支出 △1,592

自己株式の売却による収入 229

配当金の支払額 △120,851

少数株主への配当金の支払額 △2,160

財務活動によるキャッシュ・フロー △509,973

現金及び現金同等物に係る換算差額 △898

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △678,674

現金及び現金同等物の期首残高 2,575,798

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,897,123
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．会計処理基準に関する事

項の変更 

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

 たな卸資産 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成18年７月５日

企業会計基準第９号）を第１四半期連結会

計期間から適用し、評価基準については、

原価法から原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）に変更しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間

の営業損失、経常損失及び税金等調整前四

半期純損失はそれぞれ4,046千円増加して

おります。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の

算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連

結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合

理的な方法により算出する方法によってお

ります。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを

行う方法によっております。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．税金費用の計算  四半期会計期間に係る法人税等について

は、当第３四半期連結会計期間を含む連結

会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算する方法によっておりま

す。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、673,155千円で

あります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、635,734千円で

あります。 

※２．賃貸不動産の減価償却累計額は、485,976千円であ

ります。 

※２．賃貸不動産の減価償却累計額は、475,531千円であ

ります。 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 594,844千円

退職給付費用 78,923千円

賞与引当金繰入額 64,764千円

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 190,418千円

退職給付費用 24,289千円

賞与引当金繰入額 64,764千円

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,997,123千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△100,000千円

現金及び現金同等物 1,897,123千円
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（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 当社グループは、単一セグメントに属する情報サービス事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がな

いため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 当社及び連結子会社の海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引

残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

普通株式 13,034千株 

普通株式 822千株 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月20日 

定時株主総会 
普通株式 122,178 10 平成20年３月31日 平成20年６月23日 利益剰余金 
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（有価証券関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）  

 その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。 

（デリバティブ取引関係） 

 著しい変動はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

（企業結合等関係） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

２【その他】 

 該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
四半期連結貸借対照表

計上額（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 282,262 417,110 134,848 

(2）債券       

①国債・地方債等  － － － 

②社債  － － － 

③その他  － － － 

(3）その他 － － － 

合計 282,262 417,110 134,848 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 306.40 円 １株当たり純資産額 338.78 円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額 △18.80 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △8.80 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

四半期純損失（△）（千円） △229,663 △107,458 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △229,663 △107,458 

期中平均株式数（千株） 12,215 12,213 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年２月13日

アイエックス・ナレッジ株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 神 谷 英 一  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 古 山 和 則  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアイエックス・

ナレッジ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10

月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アイエックス・ナレッジ株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成21年２月13日に提出した第31期第３四半期（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）四半期報告書の記

載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、四半期報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。 

２【訂正事項】 

第１部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表 

 注記事項 

（四半期連結損益計算書関係） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。 

第一部【企業情報】 

第５【経理の状況】 

１【四半期連結財務諸表】 

【注記事項】 

（四半期連結損益計算書関係） 

（訂正前） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 594,844千円

退職給付費用 78,923千円

賞与引当金繰入額 64,764千円

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 190,418千円

退職給付費用 24,289千円

賞与引当金繰入額 64,764千円

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 



（訂正後） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 578,824千円

退職給付費用 78,923千円

賞与引当金繰入額 64,764千円

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 185,078千円

退職給付費用 24,289千円

賞与引当金繰入額 64,764千円

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 




